






反の回避、また同じ認定証を持つビジネスとのつながり、資材の共有、情報のゕップデートや学習、専

門性の獲得）などが評価の理由





る Everywhere には、まず主に２つの目的を設定した。1 つはギリスと日本が協働の研究協力関係を

結ぶこと、2 つめに、日本のゲ NGO や HIV



については、2 名の研究者（NS、JK）がフレームワークゕプローチ (Spencer, 2002)を用いて分析を行

った。その際は、１）生データに慣れる、２）ワークショップで上がった議論点を抽出し枠組みを作る、

３）コーデゖング、４）マトリックスを用いて主要なテーマにまとめ上げる、5）抽出されたテーマにつ

いて共通点やサブテーマを抽出し、関係性を見つけ出すという順を追って分析を行った。この分析プロ

セスの信用性を高めるために、もう一人の研究者（NK）による分析、そして他の研究者も含めてコンセ

ンサスを得るべく議論を行った。ワークショップで得られた知見は、NGO 参加者にフゖードバックし、

得られた内容は分析に加えられた。 

 

表 1: 2012 年に日本で実施した Everywhere に関するワークショップの概要 

 開催場所 開催時期 参加者の所属 参加者の所属機関の所在地 人数 

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ1 

大阪 

(ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾍﾟｰｽ 

dista) 

2012年 

6月 

やろっこ , MASH大阪 ,  Haatえひめ , 

Love Act Fukuoka, nankr, テレンス・

ヒギンス・トラスト, 名古屋市立大学, ブ

ラトン大学 

 日本: 宮城, 愛知, 愛媛, 福岡,

大阪,沖縄 

 ギリス: ースト・サセックス

州ブラトン 

15 

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ2 

名古屋 

(ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

rise) 

2012年 

6月 

Angel Life Nagoya, ラフ東海, テレン

ス・ヒギンス・トラスト, 名古屋市立大

学, ブラトン大学 

 日本: 愛知 

 



ら非常に強い関心がこのプロジェクトに寄せられたことである。また参加した日本のゲ NGO はすでに

ゲ商業施設と強固な関係を持ち、ゕウトリーチを行う基盤が整っているということであった。例えば

東京では、NGO・akta はデリヘルボー（ゕウトリーチ活動を行う



ゲ商業施設にとってこのようなプロジェクトはメリットがないのではという懸念が出された。しかし



表2  ワークショップに参加したNGOの活動状況についての概要 

1）厚生労働科学研究費補助金エズ対策研究事業「MSMのHIV感染対策の企画、実施、評価の体制整備に関する研究」

平成23年度～25年度総合研究報告書 

2）http://life-tokai.com/   3）http://www.ptokyo.org/     4）http://www.janpplus.jp/  

NGO やろっこ 1） NPO 法人 akta1） 
Angel Life Nagoya 

(ALN)1） 
MASH 大阪

http://life-tokai.com/
http://www.ptokyo.org/




考察 

日本は国民全般の健康指標が非常に高い (Bayarsaikhan, 2008)、しかし HIV についてみると、MSM

は最も脆弱性が高いにもかかわらず、かつては研究も行われていなかった集団である。その結果、この

10 年間にみられるように、MSM では感染拡大が急激に進んだ (NASC, 2012; UNGASS, 2014)。この

MSM における HIV の感染拡大を受け、HIV 感染予防情報を MSM に届けるための様々なゕウトリーチ活

動が、制約や挑戦があるなかで 2000 年より行われた (市川, 2011)。制約や挑戦にはセクシュゕル・マ

ノリテゖに対する理解や MSM の HIV 感染予防活動のための予算の継続性、社会での高いステゖグマ

と差別、行政や臨床家、NGO、MSM コミュニテゖといった多職種間の連携、そして MSM の HIV 感染予

防に取り組む研究者の確保が脆弱であることなどが含まれている (Koerner and Ichikawa, 2011; 市川, 

2011)。しかし、ゲ商業施設などの場をベースに行われたゕウトリーチ活動は一定の成功をおさめて



まらず、さらに医療従事者や公衆衛生や保健医療行政関係者における MSM の社会的、精神的、感情面で

の健康ニーズに関する知識や理解も低い状況にあることを意味している。 

日本で Everywhere の実施を進めるにあたっては、MSM や日本のゲ商業施設関係者を対象に、

Everywhere プロジェクトにどの程度参画する意思があるかを把握するための包括的な形成的研究の実

施が必要である (Hernandez et al., 2008)。また日本の MSM における性的健康ニーズを詳細に把握す

ることも欠かせない。これらを実施することによって、日本の文化に適した根拠に基づく Everywhere

を開発し、様々なゲ商業施設で実施でき、戦略も立てやすくなる。またこれらの一連のプロセスが進

むことでセクシュゕル・マノリテゖや HIV に対するステゖグマに立ち向かうことができるだろう。 

今回のすべてのワークショップの参加者から、Everywhere のような場所ベースのヘルスプロモーシ

ョンを実施するにおいて日本の HIV 感染予防活動に対する予算が限られていることは、もっとも強い障

壁であることが示された。ヨーロッパの実体験を踏まえても、HIV 感染予防のゕクションについては、

時間をかけて実施できる保証がなければ、多くのゲ NGO やゲ商業施設関係者はこれまでに時間をか

けて積み上げてきた信頼関係を壊すことを恐れ、これらの予防プロジェクトに参画しないことが分かっ

ている(Sherriff and Gugglberger, 2014)。したがって、日本で Everywhere を行うに当たっては組む

べき公衆衛生行政関係者と計画早期の段階から協働し財政維持の確保に努めること、また政策面でも支

援を受け、調整やモニタリングを行うコーデゖネート機関を設置することがプロジェクトの個性を最大

化し、効果的にするために必要である。 

 

本研究の限界 

方法で記述したとおり、参加者がワークショップで自由に意見を言えるように、また守秘義務と安全

な環境を確保するために音響機器の使用を避け、筆記で記録を行った。また逐次通訳が入ったワークシ

ョップであったため、参加者すべてから十分に意見を抽出できたとは評価できず、得られたデータの質

にも影響しているのではないかと考えられる。しかしながら、この点を軽減するために、ワークショッ

プでは複数の者が筆記を担当し、かつデータの整理を行った。このことは、参加者がワークショップで

表現したことを十分に説明されたものに仕上げることになったと考えられる。 

 

結語 

日本における HIV 感染の動向の現在と将来を展望する Gilmour の研究(Gilmour et al., 2012)によれ

ば、日本は大規模な行動変容を求めなくても HIV をコントロールできる潜在能力を持っており、より積

極的な感染者の早期発見と従来型の検査の機会提供をおこなうことで、HIV のコントロールが促進され

ると述べている。一方で、近い将来に感染を抑制できないまでに広がるリスクがあることも指摘し、感

染拡大を招く鍵となる行動要因とそれらの行動の変容支援に注力することを提案している。 

ギリス、ヨーロッパ、ゕメリカ、カナダ、オーストラリゕ、そして日本でも行われた調査では、MSM

におけるヘルスプロモーション、HIV 感染予防の介入とゲ商業施設の関わりに強い関心が寄せられて

いる(Sherriff et al., 2013; Woods et al., 2001; Dodds et al., 2007; Prost et al., 2007; Godin et al., 

2008; Arumainayagam et al., 2009; Phillips-Guzman et al., 2011; Vanden Berghe et al., 2011; 

Pedrana et al., 2012; Mirandola et al., 2015)。しかしゲ商業施設と密に連携し、協調性のある、一

致団結した、そして持続可能なヘルスプロモーション活動を実施している国は少ない。本研究において



ワークショップ参加者から表出された熱意やヨーロッパでのパロット調査の結果と合わせても、

Everywhere を日本で実施することは十分に可能であり、エズ対策に関連した MSM を対象とした HIV

感染予防の取り組みに貢献できるものと考える。Everywhere の実施は、日本に求められているゕウト

リーチが届きにくい MSM 集団での HIV 感染の拡がりを抑えるという対策への転換に寄与することが期

待される。その一方で、同時に偏見の解消や Everywhere の実施に必須となる HIV 感染予防介入活動を

行う組織や人材の経済的支援の確保といった課題にも取り組む必要がある。 
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ノート 

[1]ここでいう「ゲ商業施設」は、ゲと自認する男性のみをターゲットに当てて商売を行っている施

設とは限定してはいない。セクシュゕリテゖよりもむしろ性行動に焦点を当てている。レズビゕンやヘ

テロセクシュゕルも含め、あらゆるセクシュゕリテゖを受け入れるゲ商業施設をゲフレンドリーな

商業施設と定義した。 

[2] ゲ商業施設と NGO が相互的に有益な成果－経済的利益と社会的利益（公衆衛生の改善）－を生み

出すことができるように、パートナーシップを育成するための媒介として「ソーシャル・メデゖエータ

ー」を使った。 

[3] ヨーロッパでは、バーやナトクラブ、ゲサウナ、セックスクラブ等で設けられた、性行為目的

のために意図的に照明を落とした部屋のことを「ダークルーム（裏の部屋、密室、暗室）」という。 
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